













































































































































































































































































































年 東京 大阪 愛知 都市圏平均 沖縄 ＊賃金格差（％）
1998 400 366 343 370 256 69．3
1999 396 366 342 368 260 70．7
2000 397 359 344 367 266 72．5
2001 406370 349 375 271 72．3





年 期待所得（都市圏平均） 沖縄県 ＊賃金格差（％）
1998 351 256 72．8
1999 350 260 74．3
2000 349 266 76．3
2001 357 271 76．0




































（1）転出者数 （2）転入者数 （1）転出者数 （2）転入者数 （1）転出者数 （2）転入者数
1998 4082 4493 1562 1880 1664 1641
1999 3948 4233 b1578 2007 1528 1739
2000 3756 4227 1510 1838 1428 1491
2001 3930 4024 1436 1692 1508 1431
2002 3896 4027 1421 1766 1491 1484
出所：「住民基本台帳人口移動報告年報」総務省統計局，各年。
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育水準，居住環境などの社会的指標を考慮したモデルを構築する必要があり，これらの社会的指標を
考慮した場合，トダロ・モデルは以下のように修正される。
　　Mur＝1）・Wu－Wr・Ur＞0　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4－1）
但し，P＝職を得る確率，肌＝都市圏の実質賃金，　W，＝地方圏の実質賃金，　Ur地方圏で受ける生活
便益である。（4－1）式は，「都市圏の期待所得」が「地方圏の実質賃金に生活便益を乗じた値」を上
回る場合にのみ労働移動が行われることを示している。地方圏で受ける生活便益としては，当該地域
の産業創出率やインフラ整備率，公共サービス，医療，教育，文化，習慣，住宅環境などが考えられ
る18。
　また，経済的要因について考えた場合，当該地域において「職を得る確率」以外に「職を続けられ
る確率」を考慮する必要があると思われる。当該地域で職を得た後，継続して仕事を続けることは，
習得技術の向上を通じて生産性の向上に寄与することを意味しており，将来の賃金上昇の期待を高く
すると考えられる。そのため，（4－1）式に「職を続けられる確率」を加え，我が国について考えると，
地方圏から都市圏への地域間労働移動（M．）は以下のように示される19。
　　M．＝Pu’Wu。1）1－V」Vr・P2・Ur＞0　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4－2）
但し，Pu＝都市圏で職を得る確率，肌＝都市圏の実質賃金，　Pl＝都市圏で職を続けられる確率，　Wr
＝地方圏の実質賃金，P2＝地方圏で職を続けられる確率，　Ur＝地方圏の生活便益である。このこと
は，地域間労働移動が，「実質賃金×職を得る確率」で表される期待所得格差のみならず，「当該地域
で職を続けられる確率」や「地方圏で享受できる生活便益」によっても規定されることを示している。
　以上の議論は，地域間労働移動に関するフローの概念，つまり，労働者の地域間移動の決定要因に
関する議論であり，ここでは失業者に関する議論は捨象されている。しかしながら，沖縄県の高い失
業率を考えた場合，失業者に関する移動決定モデルの構築は不可欠であると考えられることから，ト
ダロ・モデルでは暗示的に扱われている「生活コスト」を明示的に示し，失業者の移動決定要因を考
えると，失業者の地域間移動（Mu）は，
　　Mu＝Pu・Wu－Pr’Ur＞0　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4－3）
但し，Pu＝都市圏で職を得る確率，既＝都市の実質賃金，　Pr＝地方圏で職を得る確率，　U，・＝＝失業手
当となる。この場合＿Pu＞Pr，耽＞Urのケースでは，失業者の都市圏への移動が行われることにな
る。ただし，（4－3）式は「地方圏において失業者が受ける生活便益」が考慮されていないため，ここ
で，（4－3）式に「地方圏の生活便益（の」を加えると，
　　ノレfu＝Pu’Wu－Pr’Ur・Ur＞0　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4－4）
となる。（4－4）式は失業者の地域間移動の条件を示すものである。この場合，P。＞Pr，既＞Urのケー
スでも，失業者が享受する「地方圏の生活便益（Ulr）」が「都市圏の期待所得（Pu・肌）」を上回る場
合，失業者の都市圏への移動は行われないことを示している。
　（4－4）式を用いて沖縄県を考えると，「沖縄県で享受できる生活便益」が「都市圏の期待所得」を
上回っていることが示唆される。この場合，Pu・既くUであり，その結果，
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　　MuニP紹・既一P7・ur・Uく0　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4－4’）
となる。つまり，沖縄県においては，都市圏との賃金格差，あるいは期待所得格差は存在するもの
の，それを上回る生活便益を享受できるため，全国平均の2倍という高失業率にもかかわらず失業
者の都市圏への移動が促進されないと考えられる。このことは，沖縄県への転入超過現象，県外就職
率の低さからも明らかであり，したがって，（4－4’）式が妥当性を持つものと考えられる。
　以上，トダロ・モデルの我が国への妥当性と労働移動の決定要因に関する考察を行った。地域間労
働移動の決定要因は，国や地域，あるいは経済発展の段階によっても変化することが当然考えられ
る。本稿ではトダロ・モデルを修正することで我が国への妥当性を吟味することができた。したがっ
て，これまで検討してきた種々の労働移動モデルは，経済発展の一定の段階では妥当性を持つもの
の，高度に発展した経済においては，モデルの妥当性が失われることが考えられる。とりわけ，我が
国においては，経済活動のグローバル化の進展や行政面における分権化の推進により，地域住民の価
値観や選好基準が多様化しており，地域間労働移動の決定要因が極めて複雑になっていると考えられ
る。そのため，経済的要因のみで我が国の地域間労働移動を捉えることはもはや不可能であり，今後
は，医療や福祉，イソフラ整備率，さらには地域の習慣や制度などの地域特性をも考慮したより包括
的な労働移動モデルを構築していく必要性があるといえよう20。
5．　おわりに
　本稿は，二重経済論における地域間労働移動モデルの検討を行うとともに，トダロ・モデルの我が
国への妥当性を吟味し，地域間労働移動の決定要因に関する考察を行った。これらをまとめると以下
の通りである。
　二重経済論における労働移動モデルは，モデルの「前提条件」や「産業部門の定義」に関して違い
があるものの，農業から工業，あるいは農村から都市への労働移動を扱ったモデルであり，労働移動
の決定要因を賃金格差に求めたモデルである。そのため，地域間の賃金格差が解消された時点で均衡
が得られ，労働移動が収束するとしている。しかしながら，これらのモデルは「都市において大量の
失業が存在するにも関わらず，農村から都市への労働移動が加速する」という低開発国の命題につい
ては何ら説明を与えておらず，現実経済との整合性の問題が指摘されてきた。
　トダロ・モデルは，期待所得格差の概念を用いることで，これらの命題に理論的解釈を与えたので
あるが，このような期待賃金格差，および失業率格差は，先進国である我が国においても同様に存在
していると考えられる。そのため，トダロ・モデルの我が国への妥当性を吟味することで，我が国の
地域間労働移動の決定要因に関する考察を行った。その結果，「期待賃金格差」のみで我が国の地域
間労働移動を捉えることは困難であり，トダロ・モデルは我が国へは妥当しない可能性が示唆された。
　地域間労働移動の決定要因は，国や地域，あるいは経済発展の段階によって様々であり，これまで
検討してきた種々の労働移動モデルも経済発展の一定の段階でのみ妥当性を持つものと思われる。と
りわけ，我が国においては，経済活動のグローバル化の進展や行政面の分権化の推進により，地域住
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民の価値観や選好基準が多様化していることから，地域間労働移動の決定要因も極めて複雑になって
いると思われる。そのため，経済的要因のみで我が国の地域間労働移動を捉えることはもはや不可能
であり，今後は，医療や福祉，インフラ整備率，さらには地域の文化や制度などの地域特性をも考慮
したより包括的な労働移動モデルを構築していく必要性があるといえる。
【注】
1See，　W．　A　Lewis，　Economic　DeveloPment　with　Unlimited　SuPPties（）f　Labor．（Manchester　School　of　Economic　and
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　叢』明治大学，1976年を参照。
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9前掲『経済発展論入門』154ページ参照。
10See，　M．　P　Todaro，　A　Model　ofLabor　Migration　and　Urban　Unemψloyment　in　Less　DeveloPed　Countn’es，（American
　Economic　Review，1969．），J．　R　Harris　and　M．　P　Todaro，　Migration，　Unemψ　loyment　and　De　ve　loPmen　t：、A　Two　Sec－
　tor　Analysis，（American　Economic　Review，1969．）
11M・トダロ（岡田靖夫監訳）『M・トダロの開発経済学』国際協力出版会，1997年，341ページ。
12トダロ・モデルにおける期待所得の定義は，「都市の平均賃金×就職確率」として表される。この場合，就職
　確率は，総都市労働要員に対する製造部門の雇用量の比で表される（前掲『M・トダロの開発経済学』，345ペー
　ジ。）
13トダロ・モデルの数学的証明については，M・トダロ（鵜川武久訳）『発展の経済学』日韓文化出版社，1981
　年，346－347ページを参照。
14沖縄県を考察対象としたのは，①一人当たり県民所得が全国最下位（2002年）であり，都市圏との賃金格差が
　大きいこと，②沖縄県の失業率は，全国平均失業率の約2倍で推移しており，都市圏との失業率格差が大きい
　こと，などの理由からである。
15期待所得の推計に際しては，データの制約上，職を得る確率を（1一失業率）で代替している。しかしながら，
　より精緻なモデルの構築には，期待所得の定義，用いるデータ等の詳細な検討が必要であり，本稿に残された
　課題である。
16Massey（1993）やTaylor（1998）は，賃金格差や期待所得格差は労働移動の必要条件ではなく，また期待所
　得が同じであっても，個人や世帯によって，期待所得が移動に与える影響は異なると指摘している。労働移動
　の決定要因に関する詳細は，D．　Massey　et　al，　Theories　of　lntemational　Migration，　A　Review　and、Appraisal，
　（Population　and　World　Development，1993．），J．　Taylor　and　P．　Martin，　Human　Capital：　Migiration　and　Rural
　Population　Change，（Handbook　of　Agricultural　Economics，1998．）を参照。
17賃金格差が地域間労働移動に与える影響について，単純回帰モデルを用いて分析を行った。独立変数を「期待
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賃金格差率（X）」，従属変数を「沖縄から他県への人口移動率（り」とすると，単純回帰モデルは，
　Yi＝a÷βXi＋u　　　i＝1，2，＿．，14，
但し，y＝沖縄から都市圏への人口移動率（沖縄県人口に占める都市圏転出者の割合）
　　　X＝都市圏を100とした場合の沖縄県と都市の期待賃金格差率
となる。分析に用いるデータは①「賃金セソサス」労働省政策調査部編，②「住民基本台帳人口移動報告年報」
総務省統計局，③「日本統計年鑑」総務省統計局，④「沖縄県統計年鑑」沖縄県，推計期間は1989－2002年であ
る。これらのデータをもとに，最小二乗法を用いて計測を行った。計測結果は以下の通りである。
　　Y＝　－1．528＋O．287X
　　　　（－1．02）　　（1．45）
　　　1～2＝0．149　　　1）．W＝0．47
但し，（）内はt値，躍決定係数，D．　W＝ダービソ・ワトソン統計量
計測結果より，係数α，βのt値がともに5％水準で有意でない。このことは，「期待賃金格差が労働移動に何ら影
響を与えていない」という帰無仮説を棄却できないことを意味している。したがって，本分析においては，トダ
ロ・モデルが主張する「期待賃金格差によって労働移動が生じる」という命題が，我が国においては妥当性を持
たないという結果が得られている。
18厳善平（2000）は，「経済発展の初期段階では，経済的要素が地域間労働移動を引き起こす最重要なファクター
　となるが，経済の発展段階が上がるにつれ，非経済的要素の重要性が増大するという事実を考えれば，移動決
　定に対するアメニティについて，さまざまな指標（たとえば，学校，医院，交通機関，電気・ガス，上下水
　道，快適な住宅，社会サービス）などを取り上げて検討しなければならない（「労働移動の理論と実証」『経済
　経営論集』桃山学院大学，2000年，24－25ページ）。」と指摘している。
19産業構造が高度化した我が国経済を考えると，地域間労働移動は，「職を得る確率」や「職を継続できる確率」
　以外にも，産業間の労働異動条件によっても規定されると考えられる。
20近年，トダロ・モデルを修正し，現実経済をより的確に捉えた新しい労働移動モデルの構築が多くなされてい
　る。とりわけ，スター’ク（Stark）らによって構築されたモデルは，従来の労働移動モデルが捨象してきた
　「リスク」や「不確実性」，さらには「情報」といった変数をモデルに内生化し，理論面からのアプローチだけ
　でなく，計量経済学的手法を用いて実証分析も行っている。これらのモデルの詳細は，R．　Lucas　and　O．　Stark，
　ルfotivations　to　remit：Evidence〆from　Botswana，（Journal　of　Political　Economy，　voL　931985．），0，　Stark　and　D．
　Bloom，　The　IVew　Economics　of　Labor　Migratio．n，（The　American　Economic　Review，　voL　751985．），0．　Stark　and
　J．　Taylor，　Migration　lncentives，　Migration　TyPes．’　the　Role　ofRelative　1）eprivation，（Economic　Journal，1991．）を参
　照。
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